
都市計画法第５８条の２の規定に基づく届出等に関する事務取扱要　　　

領
　（目的）

第1条 この要領は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」とい
う。）第５８条の２の規定に基づく届出等に関し必要な事項を定めることを目的とする。

　（用語の定義）

第２条　この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

（１）　地区整備計画　法第１２条の５第２項に規定する地区整備計画をいう。
（２）　建築物　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規
定する建築物をいう。
（3） 工作物　建築基準法第８８条第1項から第３項までに規定する工作物
をいう。
（4） 建築　建築基準法第２条第１３号に規定する建築をいう。
（5） 設計　建築基準法第２条第１０号に規定する設計をいう。
　（適用範囲）

第３条　この要領は、本市が定める地区計画の区域内において適用する。

　（届出を必要とする行為）

第４条　地区計画の区域内において次の各号に掲げる行為をしようとするときは、次条に定めるところにより、市長に届け出なければならない。ただし、許可を要する開発行為その他法第５８条の２第１項各号に該当する行為については、この限りでない。

（１）　土地の区画形質の変更

（２）　建築物の建築

（３）　工作物の建設

（４）　建築物等の用途の変更

（５）　建築物等の形態又は意匠の変更

　（届出）

第５条　法第５８条の２の規定に基づく届出は、当該行為に着手する日の３０日前までに、地区計画の区域内における行為の届出書（様式第１号。以下「届出書」という。）を市長に提出して行うものとする。
２　前項の届出は、当該行為が建築基準法第６条及び第８８条第１項の規定による確認の申請（以下「確認申請」という。）を必要とするものであるときには、確認申請をする前に、かつ、当該行為に着手する日の３０日前までに行うものとする。

３　届出書は、別表に掲げる図書を添付し、正本及び副本各１部を提出するものとする。

４　届出を代理人等に委任して行う場合は、委任状（様式第２号）を届出書の正本に添付しなければならない。

　（変更届出）

第６条　前条の規定による届出をしたもので、その届出に係る事項のうち行為の種類及び場所、設計又は施行方法等を変更しようとするときは、変更の内容等の事項について、地区計画の区域内における行為の変更届出書（様式第３号。以下「変更届出書」という。）により当該変更に係る行為に着手する３０日前までに市長に届け出なければならない。
２　変更届出書は、別表に掲げる図書のうち、当該事項を変更しようとする行為に係るものを添付し、正本及び副本各１部を提出するものとする。

３　前条第４項の規定は、変更届出書について準用する。
　（審査）

第７条　市長は、前２条の規定による届出を受けたときは、その届出に係る行為が地区整備計画に適合しているかどうか審査を行い、必要に応じて現地調査等を行うものとする。

　（審査結果の通知及び勧告等）

第８条　市長は、前条の規定により審査した結果、届出に係る内容が地区整備計画に適合していると認めたときは適合通知書（様式第４号）を届出者に交付するものとし、適合していないときは届出者に対して、設計の変更その他の必要な措置の指導を行うものとする。

２　市長は、前項の規定により届出者に対し指導等を行った結果、設計の変更等が行われない場合においては、不適合通知書（様式第６号）を届出者に交付するとともに、設計の変更その他の必要な措置について勧告を行うものとする。

　（確認申請等の取扱い）

第９条　市長は、地区計画の区域内における確認申請の手続に当たっては、適合通知書の写しを当該確認に係る申請書の副本（市控）への添付を求めるものとする。
　　　附　則
　この要領は、平成２３年６月２７日から実施する。
　　　附　則
　（施行期日）

１　この要領は、令和３年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　この要領の施行の際現に改正前の都市計画法第５８条の２の規定に基づく届出等に関する事務取扱要領の様式により提出されている申請書等は、改正後の都市計画法第５８条の２の規定に基づく届出等に関する事務取扱要領の様式により提出されている申請書等とみなす。
３　改正前の都市計画法第５８条の２の規定に基づく届出等に関する事務取扱要　　　

領の様式により作成した用紙は、当分の間、所要の調整をした上、改正後の都市計画法第５８条の２の規定に基づく届出等に関する事務取扱要領の様式により作成した用紙として使用することができる。
別表（第５条関係）

	行為の種類
	図　書
	縮　　尺
	備　　考

	土地の区画形質の変更の場合
	現況図
	２５００分の１以上
	当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域周辺の公共施設を表示する図面

	
	設計図
	１００分の1～３００分の１
	

	建築物の建築又は工作物の建設、建築物等の用途の変更の場合
	現況図
	２５００分の１以上
	当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域周辺の公共施設を表示する図面

	
	配置図
	１００分の1～３００分の１
	敷地内における建築物又は工作物の位置を表示する図面

	
	立面図
	５０分の１～３００分の１
	２面以上の図面

	
	断面図
	５０分の１～３００分の１
	２面以上の図面

	
	平面図
	５０分の１～３００分の１
	各階平面図面。ただし、建築物である場合に限る。

	建築物又は工作物の形態又は意匠の変更の場合
	現況図
	２５００分の１以上
	当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域周辺の公共施設を表示する図面

	
	配置図
	１００分の1～３００分の１
	敷地内における建築物又は工作物の位置を表示する図面

	
	立面図
	５０分の１～３００分の１
	２面以上の図面

	
	断面図
	５０分の１～３００分の１
	２面以上の図面

	道路に面して垣・柵等を設置する場合
	外構平面図
	５０分の１～３００分の１
	

	その他参考となるべき事項を記載した図書
	付近見取図
	２５００分の１以上
	


様式第１号（第５条関係）

地区計画の区域内における行為の届出書

　　年　　月　　日

松　原　市　長　　殿
	届出者
	住　所
	

	
	氏　名
	


　都市計画法第５８条の２第１項の規定に基づき、

	土地の区画形質の変更
	について、下記により届け出ます。

	建築物の建築又は工作物の建設
	

	建築物等の用途の変更
	

	建築物等の形態又は意匠の変更
	


記

１
行為の場所
松原市　

　　　　　　　　　　　　　　　（地区名：　　　　　　　　　　　　　　　地区）

２
行為の着手予定日
　　年　　月　　日

３
行為の完了予定日
　　年　　月　　日

４
設計又は施行方法
	土地の区画形質の変更
	区域の面積
	㎡

	建築物の建築又は工作物の建設
	ア　行為の種別　（ 建築物の建築 ・ 工作物の建設 ） （新築 ・ 改築 ・ 増築 ・ 移転）

	
	イ
	
	届出部分
	届出以外の部分
	合　　　　計

	
	　設 計 の 概 要
	①
	敷地面積
	
	
	　㎡

	
	
	②
	建築又は建設面積
	　㎡
	㎡
	　㎡

	
	
	③
	延べ面積
	　㎡
	㎡
	　㎡

	
	
	④
	高　さ

地盤面から　　　　ｍ
	⑤　用　　　途　　　

	
	
	
	
	⑥　垣又は柵の構造　　　

	建築物等の用途の変更
	ア　変更部分の延べ面積
	イ　変 更 前 の 用 途
	ウ　変 更 後 の 用 途

	
	㎡
	
	

	　建築物等の形態又は意匠の変更
	変更の内容


備考

１
届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
２ 建築物等の用途の変更について変更部分が２以上あるときは、各部分ごとに記載すること。

３
地区計画において定められている内容に照らして、必要な事項について記載すること。

４
同一の土地の区域について２以上の種類の行為を行おうとするときは、１の届出書によることができる。
様式第２号（第５条、第６条関係）

　　年　　月　　日

委　　任　　状

松　原　市　長　　殿
	届出者
	住　所
	

	
	氏　名
	


　私は、　　　　　　　　　　　　　　　　を代理人と定め、下記の権限を委
任します。

　連絡先　会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　）　　　　　

記

　都市計画法第５８条の２第１項（第２項）に基づく地区計画の区域内における
行為の届出（変更届出）に関する一切の権限
　

様式第３号（第６条関係）

地区計画の区域内における行為の変更届出書

　　年　　月　　日

松　原  市  長　　殿
	届出者
	住　所
	

	
	氏　名
	


　都市計画法第５８条の２第２項の規定に基づき、届出事項の変更について、下記により
届け出ます。

記

１
当初の届出年月日


　　　　年　　月　　日

２
変更の内容




	変　更　前　の　内　容
	変　更　後　の　内　容

	
	


３
変更部分に係る行為の着手予定日

　　　　年　　月　　日

４
変更部分に係る行為の完了予定日

　　　　年　　月　　日
備考

１
届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
２
変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。


